
 

 

改正住宅セーフティネット法に基づく 
居住サポート住宅の認定申請の受付がスタートします︕ 

 
現在、本市では、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（以下「住宅

セーフティネット法」という。）に基づき、居住支援協議会における取組やセーフティネット登録
住宅の供給促進など、住宅確保要配慮者※１の居住の安定に向けた取組を進めています。 

この度、賃貸住宅の賃貸人と住宅確保要配慮者の双方が安心して利用できる市場環境の整備等
を目的として、住宅セーフティネット法が改正され（令和６年６月公布、令和７年１０月施行）、
終身建物賃貸借※２の認可手続の簡素化や、居住支援法人等と賃貸人が連携して住宅確保要配慮者
の入居中のサポートを行う「居住サポート住宅」の認定制度等が創設されるとともに、セーフティ
ネット登録住宅の基準など、既存制度が見直されました。 

これを受け、本市においても、住宅確保要配慮者の居住の安定に向け、相談・支援体制の充実、
賃貸人や不動産事業者の不安の解消に向けた取組等をより一層進めるとともに、10 月 1 日から居
住サポート住宅の認定制度の申請受付を開始します。なお、市ホームページにおいて、認定申請に
係る情報を順次公開します。 

※1 低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを養育している者その他住宅の確保に特に配慮を要する者 

※2 賃借人の死亡時まで更新がなく、死亡時に終了する（相続人に相続されない）賃貸借 
 

【法改正の主なポイントと本市の対応】 

①  居住サポート住宅の認定制度の創設 
・ 高齢者等の住宅確保要配慮者のニーズに応じて、居住支援を行う法人等（居住支援法人）

が日常の安否確認や見守りを行うとともに、生活・心身の状況が不安定化した際には適
切な福祉サービスにつなぐ住宅として、「居住サポート住宅（居住安定援助計画）」の認
定制度が創設されます。 

・ 改正法の施行に合わせ、本市においても、本年１０月１日から申請受付を「居住サポート
住 宅 情 報 提 供 シ ス テ ム 」 に て 受 け 付 け ま す 。 詳 細 は 、 市 ホ ー ム ペ ー ジ
（https://www.city.kawasaki.jp/500/page/0000180058.html）にて順次公開しま
す。 

 
 ② 終身建物賃貸借の認可手続の簡素化 

・ 終身建物賃貸借の認可手続が、これまでの住宅ごとに認可していたものから、事業者を
認可するように、本年 10 月１日から変更となります。 

・ 引き続き、本市において認可手続を所管課（メール︓ 50zyusei@city.kawasaki.jp）に
て受け付けます。 

 
 ③ その他（居住支援法人の業務の追加と家賃債務保証業者の認定制度の創設） 

・ 入居者死亡時の残置物処理を円滑に行うため、居住支援法人の業務に、残置物処理の業
務が追加されます。 

・ 国土交通大臣が家賃債務保証業者を認定する制度が創設されます。 
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１ 法改正の概要  

（１）住宅セーフティネット法改正の背景と主なポイントについて 

 【背 景】 

高齢者や障害者等の住宅確保要配慮者の賃貸住宅への入居ニーズが高まることが見込まれる中、
孤独死や死亡時の残置物処理、家賃滞納等に対して懸念を持つ賃貸人が多い状況を踏まえ、住宅確
保要配慮者と賃貸人の双方が安心して利用できる市場環境の整備や入居中のサポートを行う賃貸住
宅の供給促進等を目的に、住宅セーフティネット法が改正されました。 

 
【改正の主なポイント】 

   次の図の①から④の仕組みや住宅の創設等が行われます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）入居後の変化やトラブルに対応できる住宅（居住サポート住宅）の創設について 

居住支援法人等と賃貸人が連携して住宅確保要配慮者の入居中のサポート（安否確認や見守り、
福祉サービスへのつなぎ）を行う賃貸住宅を「居住サポート住宅」として認定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓国交省資料抜粋 

住宅セーフティネット法の改正に伴い、 
新たに居住サポート住宅の認定申請の受付がスタートします！

出典︓国交省資料抜粋 

別　紙



居住サポート住宅の認定申請の受付がスタートします！ 

２ 本市における対応  

（１）申請受付について 

国において、事業者（賃貸人、居住支援法人等）による認定申請・定期報告や地方公共団体に
おける認定事務等を支援するための「居住サポート住宅情報提供システム」が提供されます。本
システムのホームページでは、居住サポート住宅の検索や閲覧をすることもできます。 

また、市ホームページにおいて、事前相談や申請方法などの情報を公開しますので、申請され
る場合には、市ホームページを御確認ください。なお、国からの情報発信の状況を踏まえ、市ホ
ームページは、順次更新していきます。 
 

市ホームページのアドレス︓ 
  

 

 

 

 

 

（２）居住サポート住宅等の主な認定基準について 

本市においては、住宅セーフティネット法、国土交通省・厚生労働省関係住宅確保要配慮者に
対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則等に基づき、居住サポート住宅を認定します
（現時点では独自基準は設けていません）。 

※ この度の法や制度の改正に伴い、既存のセーフティネット登録住宅（セーフティネット法第
８条）の面積基準等も変更されました。これを受け、本市におけるセーフティネット登録住
宅の登録についても、変更された基準に基づき行います。 

 
   

  

【参考】居住サポート住宅の主な認定基準 

二次元コード 

https://www.city.kawasaki.jp/500/page/0000180058.html 

https://www.city.kawasaki.jp/500/page/0000180058.html


 

（３）住宅確保要配慮者の範囲について 

住宅セーフティネット法及び同法施行規則に規定する「住宅確保要配慮者」の定義として、 
次の者が追加・改正されたことを踏まえ、本市が対象とする住宅確保要配慮者の追加等を行い 
ます。 

【追加・改正された者】 

• 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第２条に規定する困難な問題を抱える女性
（追加） 

• 更生保護法に基づく生活環境の調整の対象者、刑執行終了者等に対する援助を受けている
者、刑の執行のため刑事施設に収容されていた者、刑又は保護処分の執行のため少年院に 
収容されていた者、労役場に留置されていた者 
（範囲を拡大） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）川崎市住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画について 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標や促進の方向性等を位置づけている「川崎市 
住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画」については、居住サポート住宅認定制度開始後の動向
や本市の施策の検討状況を踏まえながら、適切な時期に計画の見直し等を行います。 
 

 

 

 
【お問合せ】 

川崎市まちづくり局住宅政策部住宅整備推進課 

〒210－8577 川崎市川崎区宮本町１番地（本庁舎１８階） 
電話   044－200－2997 
ＦＡＸ  044－200－3970 
E-mail  50zyusei@city.kawasaki.jp 

本市の住宅確保要配慮者の範囲 

赤字︓変更点 

mailto:50zyusei@city.kawasaki.jp

